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【独立行政法人国立病院機構岩国医療センターの基本情報】 

 

医療機関名：独立行政法人国立病院機構岩国医療センター 

 

開設主体：独立行政法人国立病院機構 

 

所在地：山口県岩国市愛宕町１－１－１ 

 

 

許可病床数：５３０ ４８６床 

（病床の種別）一般 ５３０ ４８６床 

 

（病床機能別）高度急性期 ２６４ ２６８床 

       急性期   ２４２ １９４床 

       慢性期    ２４床 

 

稼働病床数：５３０ ４７９床 

（病床の種別）一般 ５３０ ４７９床 

 

（病床機能別）高度急性期 ２６４ ２６１床 

       急性期   ２４２ １９４床 

       慢性期    ２４床 

 

診療科目：内科、消化器内科、循環器内科、呼吸器内科、神経内科、小児科、放射線科、 

外科、心臓血管外科、脳神経外科、整形外科、胸部外科、小児外科、形成外科、 

泌尿器科、産科、婦人科、眼科、耳鼻咽喉科、皮膚科、麻酔科、ﾘﾊﾋﾞﾘﾃ-ｼｮﾝ科、 

精神科、消化器外科、腎臓内科、糖尿病・内分泌内科、肝臓内科、 

小児循環器科、乳腺外科、病理診断科、血液内科、救急科 

 

職員数：令和４年１０月現在 

 ・ 医 師  １０９名 １２３名 

 ・ 看護職員  ５９８名 ５１９名 

 ・ 技 師  １１９名 １２０名 

 ・ 事務職員  １０９名 １１２名 

 ・ 相 談 員    ６名   ６名 

・ 技術職員   ５４名  ５１名 
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【１．現状と課題】 

 

「県の地域医療構想から抜粋」 

① 構想区域の現状 

○人口は、平成22年（2010 年）の150,235人が、平成37 令和7年（2025 年）には128,851人

（平成22 年比-14.2%）、平成52 令和22年（2040 年）には106,196人（同-29.3%）に減少

すると予測されている。一方、75歳以上人口は、平成22年（2010 年）の22,967人が、平成

37年令和7（2025年）には29,046人（同+26.5%）に増加した後、平成52 令和22年（2040 年）

には25,825人（同+12.4%）に減少すると予測されている。 

○本圏域には、17の病院と129の一般診療所、70の歯科診療所、92の薬局がある。また、平成

27令和3年（2015 2021年）病床機能報告結果によると、高度急性期506 266床、急性期393 

535床、回復期193 194 床、慢性期732 712床となっており、回復期の病床が極端に少ない

状況にある。本圏域には、高度急性期・急性期医療を担うＤＰＣ病院が２病院あるが、旧

錦町・旧本郷村で病院までの移動に60分以上を要する地域がある。 

 

○今後人口減少及び更なる高齢化が予想されるが、2025年頃までは75歳以上の人口が増加す

る関係で、呼吸器（肺炎）、循環器、損傷（骨折）を中心に患者増が見込まれる。 

 

「県の地域医療構想から抜粋」 

② 構想区域の課題 

○医師、看護師等の医療従事者の不足、特に中核的な医療機関における不足 

○他の圏域（柳井、周南、広島西、広島等）への患者の流出（圏域における必要な医療機能

の不足） 

○高度急性期機能を担う医療機関の機能強化 

○需要が増加する救急医療への対応（初期・二次・三次救急医療提供体制の確保、適正受診

についての住民の理解促進等） 

○回復期機能を担う病床の不足 

○２４時間対応の訪問看護、かかりつけ医など在宅医療提供体制の確保 

○介護施設等の受け皿の確保と連携の強化 

○小児・周産期医療、旧郡部などにおけるへき地医療の確保 

 

地域の医療提供体制の将来のあるべき姿 

○高度急性期・急性期機能 

医療機関が担う医療機能の集約化が必要。 

○回復期機能 

・圏域において不足している回復期機能を確保し、居住地での円滑な在宅復帰を支援する

ため、急性期を担う医療機関を除く医療機関において、回復期リハビリテーション病棟

や地域包括ケア病棟等の整備が必要。 

○慢性期機能・在宅医療等 

・在宅医療提供体制の充実強化や介護施設等の受け皿の確保が必要。 

・病状変化時に患者を受け入れる後方支援医療機関（有床診療所を含む）の整備が必要。 

・医療・介護を担う多職種による連携体制の構築が必要。 

○医療連携等 

・医療機関間の役割分担・相互連携を進めるとともに、関係者が相互に医療情報を共有す

る体制の構築が必要。 

・旧郡部等のへき地医療を維持・確保するための体制の構築が必要。 

・認知症患者への対応を強化するため、一般病院と精神科病院との連携体制の構築が必要。 
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③ 自施設の現状 

 

○基本理念・方針等 

国立病院機構の理念 

   国民一人ひとりの健康と我が国の医療の向上のためにたゆまぬ意識改革を行い、健全な

経営のもとに患者の目線に立って懇切丁寧に医療を提供し質の高い臨床研究、教育研修

の推進につとめます 

  当院の基本理念： 

私たちは、地域の皆様から愛され、信頼される病院であり続けるよう努めます。 

  当院の基本方針： 

１．患者さんの立場と権利を尊重し、温かい思いやりの心で、安全で快適な医療環境の

提供に努めます。 

２．地域の医療機関と連携し、高度急性期医療を提供します。 

３．次世代を担う医療人の育成に努め、職員に優しい病院を目指します。 

 

○診療実績等 

届出入院基本料 一般病棟７対１入院基本料、救命救急入院料１及び４、 

        特定集中治療室管理料３、新生児特定集中治療室管理料２、 

小児入院医療管理料４、緩和ケア病棟入院料 

平均在院日数  13.3日（平成29年度4月～8月実績、緩和ケア病棟を除く） 

        12.6日（令和4年度4月～10月実績） 

病床稼働率  87.5％（平成29年度4月～8月実績） 

         85.9％（令和4年度4月～10月実績） 

特 徴  ○救急医療は、本圏域及び隣接する柳井圏域において、当院が唯一の三

次救急病院であり、県外の広島県大竹市、島根県西部の患者も積極的

に受け入れている。また本圏域における二次救急医療は当院が主体と

なっており、地域における当院の救急医療は不可欠である。 

○高度急性期・急性期医療は、循環器系、呼吸器系、消化器系、周産期、

小児、損傷等に加え、本年 4 月から新たに血液内科と救急科を開設し、

全 32 診療科体制で幅広い医療機能を担っている。 

○がんについては、拠点病院として手術・化学療法・放射線治療を積極

的に実施している。 

 

④ 自施設の課題 

 

・当院においては医師不足が深刻な問題である。特に救命救急医療を行う上で精神科医の

重要性は高いが、当院は常勤の精神科医が不在である。また手術の需要はあるが、麻酔

科医不足により１日に実施できる手術件数に限りがあり、る。小児科医についても岩国

二次医療圏のみならず、柳井・広島西・島根県の一部を含むエリアをカバーしているが

医師不足に直面している。岡山大学、山口大学、広島大学から小児科医を派遣いただき、

ＮＩＣＵについては従来出生体重が１０００ｇ程度の極低出生体重児にも対応してきた

ところ、出生体重１５００ｇ以上に絞るなどして医師の負担を減らしかろうじてＮＩＣ

Ｕを維持している。今後、ＮＩＣＵをいつまで維持出来るかは不透明で、ＮＩＣＵが維

持できなくなると産婦人科医の撤退、ひいては当院の臨床研修病院としての機能も維持

が困難となることが懸念される。医師確保は急務の課題である。 

 

 ・地域完結型の医療を目指して、中核病院として必要とされる医療を提供していくために

は、後方受入病院の更なる確保によるスムーズな転院が課題である。 
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【２．今後の方針】 ※ １．①～④を踏まえた、具体的な方針について記載 

 

① 地域において今後担うべき役割 

 

現在の病床機能を維持する 

 

・三次・二次救急医療は、更なる充実を図ると共に、本圏域及び隣接する柳井圏域を中心に、

引続き積極的に展開する。 

 

・近隣主要病院が医師不足により、急性期医療を担うことが困難となっているため、当院は

高度急性期・急性期医療を更に充実させる。 

 

・がん医療については、拠点病院として手術・化学療法・放射線治療の更なる充実を図る。 

 

・当院と後方支援病院との役割分担を明確化すると共に、地域連携の充実を加速させ、早期

退院促進と平均在院日数の短縮を図る。 

 

・口腔ケアの重要性から歯科サポート連携を強化し、術後の早期退院、誤嚥性肺炎の防止、

動脈硬化の予防・軽減に積極的に取り組む。 

 

②許可病床数の変更 

 ・平成３１年３月、看護師不足により急性期病棟１病棟を休棟しており現在に至っている。 

 ・令和４年１１月に、医師・看護師等の医療資源を最大限効率的に活用するため、現状の運

用にあわせて許可病床数の変更を行う（５３０床→４８６床）。 

・休棟から３年経過しており、当院が果たしている高度急性期・急性期の役割は引き続き担

っていくことから、地域の医療提供体制に影響はない。 
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【３．具体的な計画】 ※ ２．①～③を踏まえた具体的な計画について記載 

 

① ４機能ごとの病床のあり方について 

 

 ＜今後の方針＞ 

 現在 

（平成28年度病床機能報告） 

 将来 

（2025年度） 

高度急性期 264  264 268 

急性期 242  242 194 

回復期  →  

慢性期 24  24 

（合計） 530  530 486 

 

 

 ＜年次スケジュール＞ 

 取組内容 到達目標 （参考） 

関連施策等 

2017年度 

 

 

 

 

自施設の役割について地域

医療構想調整会議において

関係者と協議 

 

 

 

 

 

自施設の今後の病床の在り方を

検討 

 

 

 

 

2018年度 

 

 

 

 

協議の結果を踏まえ具体的

な病床計画を策定 

 

 

 

 

 

 

 

自施設の病床の在り方について

関係者と合意を得る 

 

 

 

 

2019～2020

年度 

 

 

 

病床計画を実施 

 

 

 

 

  

 

実施した病床計画の評価 

 

2021～2023

年度 

 

 

 

更なる改善を図る 

 

 

 

 

 

 

地域医療へ最大限の貢献を図る 

 

 

第

７

次

医

療

計

画 

第７期 

介護保険 

事業計画 

２
年
間
程
度
で 

集
中
的
な
検
討
を
促
進 

第８期 

介護保険 

事業計画 
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② 診療科の見直しについて 

 検討の上、見直さない場合には、記載は不要とする。 

 

 ＜今後の方針＞ 

 現在 

（本プラン策定時点） 

 将来 

（2025年度） 

維持 

 

→ 

 

新設  → 

 

廃止 

 

→  

変更・統合 

 

→ 

 

 

 

③ その他の数値目標について 

 

医療提供に関する項目 

・ 病床稼働率：  ９１.７％ 

・ 手術室稼働率： １７６.３％ 

・ 紹 介 率：  ７１.６％ 

・ 逆 紹 介 率： １１０.３％ 

経営に関する項目＊ 

・ 人 件 費 率：   ４４.１％  

・ 医業収益に占める人材育成にかける費用（職員研修費等）の割合： ０.１％ 

「本部で負担している研究研修費は含まない」 

 その他： 

地域医療構想調整会議の議論の状況も踏まえ、基金の活用についても検討する。 

 

 

＊地域医療介護総合確保基金を活用する可能性がある場合には、記載を必須とする。 

 

【４．その他】 

（自由記載） 

 

 


